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1. はじめに 
 
自動車検査・登録制度[1]に基づく自動車の継続検査（以

下，車検）は，自動車交通の安全確保と環境保全の 2 つ

の目的を掲げている[2]．車検の仕組み（以下，車検制度）

は 1951 年に公布された道路運送車両法に基づいている．

既に半世紀を超える歴史を有している． 
自家用乗用車の場合，自動車ユーザーは 2 年（初回の

み 3 年）に 1 回の頻度で車検を受ける必要がある．車検

時には，車検手数料に加えて，自動車重量税，自賠責保

険料，点検整備[3]の費用などを支払わなければならない．

そのため，多くの自動車ユーザーが車検の負担を非常に

重いと感じている[4]．車検および点検整備の規制は，自動

車ユーザーの負担軽減を目的の一つとして，これまでに

何度か見直されている[5],[6]．ただし，自家用乗用車の自動

車検査証の有効期間（以下，有効期間）などは1952年以

降の50年間でたったの一度しか見直されていない．自動

車の技術進歩や使用形態の変化を踏まえれば，制度の抜

本的な見直しが必要であるとの主張が存在する[7]． 
最近では2001年8月に総務省が国土交通省に対して「自

動車の検査・登録及び整備に関する行政評価・監視結果

に基づく勧告 1)」を出している[8]．また，2003年10月に

は車検制度の抜本的見直しをめぐり，総合規制改革会議

と国土交通省による公開討論 2)が行われている．総合規制

改革会議の委員は，1)自動車部品の耐久性等の品質と自動

車の性能の向上，2) 自動車ユーザーの保守管理責任，3) 
官製市場[10]として肥大化している自動車整備産業，とい

う 3 つの理由より車検制度の抜本的見直しが必要である

と主張している．さらに，2004年3月に閣議決定された

「規制改革・民間開放推進 3 ヶ年計画 3)」では「安全で

環境と調和のとれた車社会の実現を目指すという車検・

点検整備制度本来の目的を念頭に置き，必要なデータ等

を収集の上，安全確保，環境保全，技術進歩の面から有

効期間の延長を判断するための調査を平成 16 年度中に

取りまとめ，その結果に基づき速やかに所要の措置を講

ずる」としている． 
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これらの動きに対して，国土交通省自動車交通局は

2004 年 10 月に「自動車の検査・点検整備に関する基礎

調査検討会」（以下，基礎調査検討会）を設置して，有効

期間の延長に関する調査検討を開始している．基礎調査

検討会では，国土交通省が全国の指定整備工場から 4 年

間にわたって収集した 73 万台規模の自動車の不具合発

生状況に関するデータを用いて，自動車検査証の有効期

間の見直し（延長）の社会的影響を推計・試算している．

推計・試算結果は，2005年3月に取りまとめた「自動車

の検査・点検整備に関する基礎調査検討結果報告書 4)」に

示されている．例えば，自家用乗用車（軽自動車を含む）

の初回有効期間を 3 年から 4 年に延長すると，交通事故

による年間推定死傷者数が6.5%，年間推定交通渋滞長が

9.9%，排出ガス成分に含まれる環境汚染物質が 0.4～
0.9％増加すると推計・試算されている．基礎調査検討会

は有効期間延長の社会的影響の推計・試算結果とその他

の調査結果[11]を総合的に検討した上で，有効期間の延長

が自動車の安全確保と環境保全に大きな悪影響を及ぼす

と結論づけている． 
詳しくは 3.(1)で後述するが，上述の基礎調査検討会に

よる推計・試算において，自動車の不具合発生率の推計

が重要な役割を担っている．基礎調査検討会は，耐久消

費財の製品寿命の推定などに用いられる製品劣化曲線を

用いて不具合発生率を推計している．ただし，自動車の

製品劣化曲線を推定することはそもそも非常に難しい．

何故なら，自動車は多数の部品から構成される複雑な製

品である．また，部品の劣化には時間的要因（経年劣化）

の他に，使用状況に起因する要因（走行劣化）も働いて

いる．さらに，車齢が高くなると自動車部品の一部は以

前の定期点検（1 年点検や 2 年点検）時に更新されてい

る可能性が高くなる．基礎調査検討会は，国土交通省が

収集した 73 万台規模の膨大なデータを用いて製品劣化

曲線を推定している．しかし，個々のデータはある一時

点（車検時）における記録である．それ以前の点検整備

に関する情報を得ることはできないし，走行距離につい

ても累計総走行距離が調査されているに過ぎない．結論

から言えば，基礎調査検討会が使用したデータは，自動

車の製品劣化曲線や不具合発生率を精度よく推計するに

は不十分であったと言える． 
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基礎調査検討会は様々な仮定を置くことで，不十分な

データから自動車検査証の有効期間延長の社会的影響の

推計・試算結果を算出している．同検討会に課せられた

使命は期限内に結論を出すことであったので，信頼性の

高い推計・試算結果の算出に必要なデータや分析方法に

ついて十分な検討ができなかったのは致し方のない側面

もある．ただし，基礎調査検討会の結論をもって，車検

制度の見直しをめぐる議論が終わったわけではない．国

民生活に占める自動車の重要性を鑑みれば，自動車の技

術進歩や使用形態の変化，自動車交通がもたらす社会的

費用の大きさなどを踏まえて，車検制度を改善する余地

が残されていないかどうか常に検討していく必要があろ

う．また，出来る限り合理的な判断をするためにも，必

要なデータや調査・分析方法について常に検討していく

必要があろう[14]．以上の問題意識のもと，本稿では，基

礎調査検討会の推計・試算方法について批判的に再検討

するとともに，推計・試算方法の見直しの方向性につい

て考察する． 
 

2. 関連研究 

 
(1) 検査・点検整備の規制緩和の経済的価値 

RIA（Risk Impact Assessment）に対する社会的関心

の高まりとともに，規制緩和の経済的価値を推計する試

みが様々な形で行われている．自動車の検査・点検整備

の仕組みは1995年に大きく見直されたため，その時の見

直しの経済的価値を事後的に推計する試みが，総務省 5)，

住友生命総合研究所 6)，内閣府政策統括官室 7)，によって

行われている． 
1995 年の見直しのポイントは，1) 自家用乗用車の 6

ヵ月点検の廃止，2) 定期点検項目の削減，3) 前整備・後

検査の義務付けの廃止（ユーザー車検の増加），4) 車齢

11年以上の自家用乗用車等の有効期間の1年から2年へ

の延長，の 4 つであった．総務省は，このうち 4)の経済

的価値を推定している．具体的には，車検回数の減少に

よる直接的な受検コストの節約額を求めており，毎年約

57.5億円の国民負担が軽減されたと指摘している．また，

自動車保有の費用節約に伴う波及効果についても応用一

般均衡モデルを用いて推計しており，市場経済便益とし

て約 116.8 億円の市場経済便益が発生していると指摘し

ている[15]．一方，住友生命総合研究所と内閣府政策統括

官室は，上記の見直しのポイントのうち，2)と 3)の効果

に着目している．見直し前後で定期点検整備の料金が大

きく下落していることから，自動車ユーザーの負担が約

5,000億円/年（1996年と1997年の平均，住友生命総合

研究所）ならびに約3,900～8,600 億円/年（1995年から

2005年，内閣府政策統括官室）も軽減されたとしている．

定期点検整備項目の簡素化やユーザー車検の増加がもた

らす業者間の競争圧力により，自動車整備業界から自動

車ユーザーへと非常に大きなレントが短期間のうちに移

転した可能性があることを示しており，大変興味深い結

果と言える． 
ただし，ここで取り上げた分析はいずれも自動車ユー

ザーの負担軽減効果しか考慮していない．検査・点検整

備の見直しにより，例えば，整備不良車両が増加して，

交通事故や交通渋滞，環境汚染物質の排出等の社会的費

用が増加するといった規制緩和の負の側面については全

く考慮していない． 
 
(2) 車検制度と交通事故 

州間で車検制度の有無や詳細が異なる米国では，車検

制度が交通事故の死亡率や発生率に与える影響を明らか

にすることを目的とした多数の実証分析が行われてきた．

初期の研究は，クロス集計表を用いており，車検制度の

導入州では死亡率が概ね低いことや 8),9)，車検後1年以内

の車両の事故率が低いこと 10)を示している[16]．1980年代

に入るとクロスセクションデータ 12)-15)や時系列データ 16)，

パネルデータ 17)等を用いて回帰分析を行う研究が増えて

いる．この時期に行われた分析の結果の多くは，車検制

度が交通事故の軽減に寄与すると結論づけている[17]．一

方，1990年代に入ると，車検制度が交通事故の減少に寄

与しないことや 18)-21)，当初は交通事故の減少に寄与した

ものの時間の経過に伴い効果が失われたこと 22),23)を示す

実証研究が増えている． 
最近は，車検制度が交通事故の減少に寄与しない原因

についても検討が加えられている．代表的な仮説に，車

検が導入されるとドライバーが危険な運転をするように

なり車検の効果が相殺されてしまうという Offset 仮説

24)がある．交通安全規制と交通事故のデータを用いて

Offset 仮説の妥当性を実証的に示している研究もある

25),26)．また，オフセット仮説以外にも，車検による自動

車の点検整備はそもそも交通事故の軽減に大きく影響し

ないというPolicy Ineffectiveness仮説 27)や，民間事業者

が出来るだけ多くの自動車ユーザーを引き付けようと競

争することで検査基準が甘くなるという Patronize 仮説

28)がある．さらに，政治的要因が車検制度の導入に大き

な影響を及ぼしているのではないかといった議論もあり，

これらの仮説の妥当性を実証的に検証する試みが行われ

ている 22),27),29)． 
車検制度と交通事故の関係について，米国以外のデー

タを用いて検討している研究はあまり見られない 30),31)．

わが国についても同様であり，実証研究の蓄積はきわめ

て乏しいが，数少ない例外として，斉藤 32)およびSaito33)

が挙げられる．前者は，軽自動車の車検制度の導入の影

響についてプログラム評価 34)の方法を用いて分析してい

る．分析結果として，交通事故を減少させたという結果
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は得られないと結論づけているが，分析に用いているデ

ータ制約が厳しく，その信頼性は十分に高いとは言えな

い．一方，Saito20)は保険会社の自動車保険のクレームデ

ータをもとに分析しており，車検制度の導入が交通事故

を減少させているとは言えないと結論づけている． 
 
3. 基礎調査検討会の推計・試算方法 

 

(1) 推計・試算方法の概要 

基礎調査検討会による有効期間延長の社会的影響の推

計・試算方法は，2つのステップによって大きく構成され

る．第一ステップでは，有効期間延長により不具合率が

どれだけ増加するか計算する．不具合率とは，車検前の

定期点検時に自動車の複数の部位のうち少なくとも1箇

所以上が道路運送車両の保安基準に適合していないと自

動車検査員によって判断される車両の占める割合を意味

し，車種・車齢別に計算される． 
第二ステップでは，自動車不具合と交通事故，交通渋

滞，環境汚染のそれぞれの関係を推計する．例えば，交

通事故の場合には自動車不具合率と整備不良を原因とす

る交通事故発生件数の相関関係を，交通渋滞の場合には

自動車不具合率と路上故障の発生件数の相関関係を推計

する．相関関係の推計結果に第一ステップで計算した有

効期間延長時の自動車不具合率の推計値を代入し，交通

事故，交通渋滞，環境汚染のそれぞれについて，どの程

度の社会的影響が生じるか計算する． 
 
(2) 不具合率の推計法 

国土交通省が収集した自動車の不具合発生状況に関す

るデータには，例えば，自家用乗用車の場合には，1) 初
度登録年（車齢），2) 累計走行距離，3) 前回の定期点検

の実施の有無，4) 点検結果，に関する情報が整理されて

いる[18]．このうち，4)の点検結果については，全部で67
個ある部位のそれぞれについて，不適合，適合しなくな

る可能性大，問題なし，の 3 段階の判定結果が記載され

ている．基礎調査検討会では，これらのデータを用いて

有効期間延長時に車種・車齢別の不具合率がどれだけ増

加するか推計している． 
以下，自家用乗用車の初回有効期間を 3 年から 4 年に

延ばす場合を例に，基礎調査検討会の不具合率の推計法

について解説する．まず，延長後の車齢 4 年目の自動車

の不具合率を推計する必要がある．推計方法の概要は図

-1 の通りであり，データで観察される車齢 3 年の自家用

自動車の不具合率を基準に，経年劣化と走行劣化による

補正を加える手順を踏む．基準となる不具合率について

は，平均的な走行距離（車齢 3 年の場合は 3 万キロ）の

自家用自動車の不具合状況を調査して求める．次に，車

齢 3 年の自動車の中から，累計走行距離が車齢 4 年時の

自家用自動車の平均走行距離（4万キロ）とほぼ等しい自

動車を抽出し，それらの不具合率を調べる．基準となる

不具合率との差が走行劣化に起因する不具合率の増加で

あると考える．一方，経年劣化要因については，現在利

用可能なデータには車齢 4 年の自家用自動車の調査結果

が含まれていないので，車齢 5 年の自家用自動車の不具

合率と車齢 3 年の自家用自動車の不具合率の差の 1/2 を

経年劣化要因であると考える（ただし，走行劣化要因の

影響を除去するため，走行距離が 3 万キロで車齢のみが

異なるデータを比較する）．最後に，基準不具合率に走行

劣化と経年劣化に起因する増分を加え，有効期間延長後

の車齢4年の自家用自動車の不具合率を算出する．一方，

有効期間延長後の初回登録時（車齢 0 年）から初回車検

時（車齢4年）までの任意の車齢の不具合率については，

図-2 に示される通り，原点，有効期間延長前の車齢 3 年

の不具合率（A），有効期間延長後の車齢4年の不具合率

の推計値（B）の3点から製品劣化曲線（ワイブル分布に

基づく生存関数）を推計して算出する． 
一方，車齢 4 年以上の自家用自動車の不具合率の推計

方法は図-2 に示されている．まず，原点，上述の製品劣

化曲線で推計される車齢一か月時点の不具合率（C），有

効期間延長前の車齢 3 年の不具合率（A）の 3 点から有

効期間延長前の製品劣化曲線（曲線α）を推計する．次

に，推計した製品劣化曲線（曲線α）を車齢軸上にスラ

イドさせ，車齢 4 年時の不具合率が先に推計した有効期

間延長後の車齢 4 年時の不具合率の推計値に一致するま
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でスライドさせる（曲線β）．最後に，有効期間延長後の

車検直後の不具合率（D），製品劣化曲線を用いて算出さ

れる一ヶ月後の不具合率（E），スライドさせた製品劣化

曲線（曲線β）を用いて算出される次回車検時の不具合

率（F）の3点から任意の車齢における製品劣化曲線を算

出する． 
 

(3) 不具合率の推計法の課題 

基礎調査検討会の不具合率の推計法の課題として，次

の3点を指摘することができる．第一に，自動車の不具

合率と製品劣化曲線の定義を見直すべきである．自動車

は複数の部位から構成されており，国土交通省の調査で

は各部位ごとに不具合の状況が調査されている．しかし，

基礎調査検討会の推計では各部位の不具合を集計した指

標に基づいて自動車の不具合を定義し，一つの部位から

構成される場合にのみ妥当であると考えられる製品劣化

曲線を用いている．部位ごとに不具合率が大きく異なっ

ており，全ての部位の劣化を同時に考慮した自動車の不

具合率を定義することは大変難しい．ただし，個別の部

位の劣化曲線の推計や部位間の相互作用を考慮した劣化

曲線の推計は[19]，自動車という複雑なシステムの劣化を

検討する上で非常に有益な知見を与えてくれると考えら

れる[20]．有効期間の延長をめぐる議論とは別にしても取

り組むべき課題であろう． 
第二に，膨大なデータをより有効に用いて不具合率を

推計するべきである．基礎調査検討会の推計では，車種・

車齢別に不具合発生率を推計するにあたり，当該の車

種・車齢において平均的な走行距離の車の不具合率で代

表させることとしている．そのため，車齢3年の平均的

な走行距離の自動車と経年劣化と走行劣化の補正に必要

な車齢および走行距離の自動車の情報しか用いていない．

しかも，そこで推計した結果を全ての車齢の不具合率の

推計に用いており，車齢が高い自動車の不具合率の推計

結果については大きな誤差が含まれている危険性がある．

もちろん，その他の自動車の情報を用いるには，走行距

離の差異の考慮や以前の定期点検時の整備の可能性の考

慮が必要であり，分析が複雑になることは間違いない．

ただし，現在の方法では収集した情報量の大半を全く利

用していないため，分析の信頼性の観点からも推計方法

を見直す必要があろう． 
第三に，第一と第二の論点と重複するが，過去に整備

が行われた可能性を考慮した劣化曲線の推計が必要であ

る．自動車の各部位は過去の定期点検時や故障時に整備

されている可能性がある．また，定期点検の受検や故障

の有無は事後的には観察することが困難な情報である．

そのため，過去の整備の可能性を考慮することは大変難

しく劣化曲線を正確に推計することは困難であるかもし

れない．ただし，推計がいかに困難であるかを明らかに

することで，逆に，自動車の点検整備が継続的に調査さ

れているならば，劣化曲線をどの程度正確に推計するこ

とが可能であるか議論できるようになる．自動車が我々

の生活に占める重要性や自動車交通がもたらす社会的費

用を鑑みれば，点検整備を継続的に調査する仕組みを構

築していく必要性についても検討していくべきであろう． 
 

(4) 田尻の推計方法と課題 

田尻 35)は基礎調査検討会のデータを用いて，基礎調査

検討会が推計した自動車の劣化曲線を再推計している．

さらに，自動車検査証の有効期間の見直しが自動車の不

具合率に及ぼす影響についても推計している．田尻は自

動車が不具合を持つ確率が車齢と累計走行距離に依存す

るロジスティック回帰モデルを考え，基礎調査検討会で

有効利用されていなかった個票データを用いてパラメー

タ推定を行っている．田尻の推定方法はで指摘した第二

の課題（データの有効活用）については対処している．

ただし，第一の課題（不具合率の定義）と第三の課題（過

去の点検整備の考慮）については基礎調査検討会と同様

の問題を有しており，更なる改善が求められる． 

 

(5) 社会的影響の試算法の課題 

有効期間延長の社会的影響は交通事故，交通渋滞，環

境汚染のそれぞれで異なっており，詳細についての説明

は省略する．ただし，(1)でも述べたとおり，自動車不具

合率と交通事故，交通渋滞，環境汚染のそれぞれの相関

関係の推計結果と有効期間延長時の自動車不具合率の増

加量の推計値の2つに強く依存している． 

社会的影響の試算法の課題としては次の2点を指摘す

ることができる．第一に，相関関係の推計に用いるデー

タ数が少ない点である．例えば，交通事故の場合，自動

車不具合率と整備不良を原因とする交通事故発生件数の

相関関係を推計している．しかし，推計に使用している

データは12時点の時系列データであり，十分な信頼性を

持った推定結果が得られたかどうかは定かではない．第

二に，不具合率の定義に起因する問題である．基礎調査

検討会の不具合率はいかなる部位が不具合を持っている

かは考慮していない．しかし，交通事故や交通渋滞，環

境汚染を引き起こす不具合は，比較的重大な不具合が多

いと考えられる．部位間の不具合の違いを考慮しない推

計結果は大きなバイアスを含んでいる可能性がある． 
基礎調査検討会の試算法は上述の2つの課題を抱えて

いる．しかし，それらの課題を解決することは容易では

ないと考えられる．例えば，相関関係の推計に用いるデ

ータを増やすための対処法として都道府県別のパネルデ

ータを用いることが考えられる．しかし，それには都道

府県別に不具合率を推計しなければならない．また，部

位別の不具合を考慮する場合，交通事故や交通渋滞を引
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き起こす部位を交通事故調査や路上故障調査で特定しな

ければならない．現在の調査体制では，交通事故や路上

故障の原因部位に関する情報を蓄積することは難しいと

いえよう．社会的影響の試算が抱える限界とその解決の

困難性を踏まえると，社会的影響の試算値の大きさに高

い信頼を置くことは困難であり，あくまで参考程度の情

報と捉えるべきでないかと考えられる． 
自動車不具合率と社会的影響の関係を正確に把握でき

ない以上，社会的影響を正確に試算することは困難であ

る．これより，有効期間延長の是非について議論してい

く上で，社会実験を積極的に活用すべきではないかとの

考えに至る．車検制度の見直しは社会的費用を発生させ

る可能性こそあるものの，国民負担を劇的に低くする可

能性も秘めている．社会実験を通じて車検制度を見直す

ことが可能かどうかを検討することには，一定の合理性

があるといえよう．ただし，自動車交通の社会的費用は

自動車ユーザー以外の人間に降りかかり易い．全国的に

社会実験を実施するべきではなく，特定の地域に限定し

て社会実験を行っていくべきであると考えられる（その

際には，自動車が圏域を超えて移動可能な点を考慮する

必要があろう）．車検制度の再検討を目的とした社会実験

の設計方法についても検討していく必要があろう． 
 
4. おわりに 

 
本稿では，基礎調査検討会の推計・試算方法について

批判的に再検討するとともに，推計・試算方法の見直し

の方向性について考察した．その結果を踏まえて，1) 社
会的影響の試算値の信頼性は高いとは言えないこと，2) 
不具合発生率の推計を重点的に見直した上で，継続的な

調査体制を検討すべきこと，3) 有効期間延長の社会的影

響を把握するために社会実験を検討する必要があること，

を指摘した．今後は実際のデータを用いて，2)の課題と

3)に関連する課題に取り組んでいく予定である．それら

の成果の一部については講演時に示したい． 
 
注 
[1] 自動車登録には，所有権の公証という民事登録の側面と自動

車の保有実態の把握という行政登録の2つの側面がある．一

方，自動車検査には継続検査の他に新規検査と構造等変更検

査がある． 
[2] 自動車検査は安全確保と環境保全の他に，適正な納税の確保

や無保険車の排除等の機能も果たしてきたとされる． 
[3] 点検整備には自動車ユーザーが日常的に行うべき日常点検

整備と国が点検項目と時期を設定する定期点検整備の 2 種

類がある．定期点検整備の実施は義務である．ただし，違反

に対する罰則はない．定期点検整備には1年点検と2年点検

の2種類がある（車検と一緒に行われるのは2年点検）． 
[4] 国土交通省の調査結果によると，自家用乗用車（1,500～

2,000cc）の自動車ユーザーは，ユーザー車検の場合には 6
万6千円～8万7千円，整備工場を利用する車検の場合には

9万1千円～16万6千円を負担している．このうち，車検手

数料は 1,100 円～1,400 円，自動車重量税は約 38,000 円，自

賠責保険料は約28,000円である． 
[5] これまでの主な見直しとして，軽自動車の車検の導入（昭和

48年），自家用乗用車の初回有効期間の2年から3年への延

長（昭和58年），車齢11年以上の自家用乗用車等の有効期

間の1年から2年への延長，前整備・後検査の義務付けの廃

止（平成7年），自動車ユーザーに対する分解整備検査義務

の廃止（平成10年），小型貨物自動車等の初回有効期間の1
年から2年への延長（平成12年）などが挙げられる．また，

平成14年に，陸運局及び自動車検査登録事務所で行われて

いた業務のうち自動車の検査が自動車検査独立行政法人へ

と移行された． 
[6] 自動車の点検整備の主な見直しとして，自家用乗用車の初回

6ヵ月点検の廃止，定期点検項目の削減等（昭和58年），自

動車ユーザーの保守管理責任の明確化，自家用乗用車の6ヵ
月点検の廃止，定期点検項目の削減（1年点検：60→26項目，

2年点検：102→60項目），定期交換部品の見直し，指定整備

工場における立会整備方式の導入等（平成 7 年），事業用自

動車等の1ヵ月点検の廃止，定期点検項目の削減（2年点検：

60→56項目）等（平成12年）などが挙げられる． 
[7] 総合規制改革会議の議長代理を務める鈴木良男氏によれば，

車検問題は現代規制緩和史のトップを飾った問題の一つで

あり，業界や所管省庁による抵抗が極めて強いという（総合

規制改革会議 第12回アクションプラン実行WG議事録）． 
[8] 同勧告は，1) 検査・登録業務の実施体制の見直しと，2) 検

査・登録及び整備に関する規制の見直し（定期点検項目の簡

素化，申請手続きの簡素化等）を求めている． 
[9] 耐久性の向上について，総合規制改革会議と国土交通省の見

解は大きく異なっている．前者は定期交換部品の交換時期の

推移（1993 年の運輸技術審議会答申の参考資料）や，車検

時に整備を必要とした車両割合の変化（1996年と2000年の

比較）より大きな向上が見られると主張している．一方，後

者は自動車製造メーカーと部品製造メーカーに対するヒア

リング調査より，過去10年間（1994-2004年）に耐久性の大

きな向上は見られないと主張している． 
[10] 2003年の統計では総整備売上高が5.7兆円，整備関係従業員

数が53.7万人となっている． 
[11] その他の調査結果とは，1) 自動車の交通事故，環境汚染等

の状況，2) ユーザーの保守管理状況，3) 自動車部品の耐久

性能，4) 諸外国における検査・点検整備の実態，5) 自動車

の不具合状況，6) 点検整備の整備実施状況等．いずれの調

査結果も報告書に示されている． 
[12] 経年劣化する部品には，ベルトやダストブーツ等ゴム類，ブ

レーキオイル，バッテリー等がある． 
[13] 走行劣化する部品には，ブレーキパッド・ライニング，タイ

ヤ，クラッチディスク，ボルトナット等がある．走行劣化は

概ね距離に比例する．ただし，発進・停止の繰り返し回数と

いった走行状態に強く依存する部品もある． 
[14] 1995年12月に行政改革委員会より出された「規制緩和の推

進に関する意見（第 1 次）」でも「営業用自動車等を含めた

車検期間及び点検・検査項目については，その判断材料とな

る各種データの動向について，毎年継続的に監視を行う仕組

みを設け，適時適切に見直しを行っていくべきである．この

際，データや検討プロセスの公開により，制度の透明性の確

保に努めるべきである」と指摘されている． 
[15] 産業連関分析による生産誘発額についても算出しており，年

換算で約189.7億円の生産が誘発されていると指摘している． 
[16] Little は DD 推定量に基づく分析を行っている．車検制度の

導入が交通事故の軽減につながったかどうかは不明である

と指摘している． 
[17] Crain は同時期の研究とは異なり，車検制度が交通事故の軽

減にはつながらないと指摘している． 
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[18] その他に，用途，車名，型式，車両重量，といった基本的な

情報もある．また，指定工場に関する情報もある． 
[19] この他に，部位の次元を圧縮した劣化曲線の推計も興味深い

課題であると考えられる． 
[20] 部位ごとに劣化曲線を推計することで，経年劣化と走行劣化

の 2 つの要因が各部位の劣化に及ぼす影響についても明ら

かにすることができると考えられる． 
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